
き、他自治体の
他市との 事業規模は小さいが、本市は、協会専属職員により積極的な事業展開を行っている。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 24,294 37,002 30,551 37,243 合計 30,550,768 円
旅費 10,520 円

財
　
源

特定財源 10,677 11,104 12,826 13,530 負担金、補助及び
交付金 30,540,248 円

一般財源 13,617 25,898 17,725 23,713

職員人件費　② 4,604 5,575 5,788 5,926

総事業費（①＋②） 28,898 42,577 36,339 43,169

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0 国際交流振興基金積立金利子
市町村振興協会新宝くじ交付

９年度以降の事業費見込 0 金

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和８

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 福祉安心

基本施

令

策 共存･協働
施策体系

和

施策の内容 多文化共生

７

の推進

目
　
　
　
的

　在

年

住外国人や諸外国との

度

市民レベルの友好

主
た

評

る
内
容

○国際交流の推

価

進と姉妹都市のＰＲ
親

）

善を深め、文化の多様

刈

性や相互理解を促進 ○

谷

刈谷市国際交流協会へ

市

の運営補助
し、多文化

事

社会の形成と地域社会

務

の国際化を
推進する。

事

位
置
づ
け

関連計画 刈谷

業

市多文化共生推進計画

評

根拠法令  

対象者 対象

価

者を限定せず 事業期間

シ

昭和５５年度 ～

実施方

ー

法 ■直営　□委託　□

ト

指定管理　■補助・助

（

成　□その他

様式１）

会計名 担

Ｂ
　

当

事
　
業
　
実
　
績

５年度

部

実績 ６年度実績 ７年度

市

実績 ８年度計画

・刈谷

民

市国際交流協会への運

活

・刈谷市長のミササガ

動

市訪問 ・ミササガ市副

部

市長による刈 ・刈谷市

一

国際交流協会への運
　

般

営補助 ・刈谷市国際交

会

流協会への運 　谷市訪

計

問を受入 　営補助
　営

国

補助 ・刈谷市国際交流

際

協会への運
　営補助

　

交

カナダ・ミササガフェ

流

アの開催や大阪・関西

振

万博カナダ館から記念

興

品の寄贈を受けること

事

などを通して、ミササ

業

ガ市や

成果
カナダとの

担

友好関係を深めること

当

ができた。また、国際

課

交流協会職員の勤務体

市

制の見直し・改善を行

民

い、効率的で働きや

す

協

い環境を整備すること

働

ができた。

　刈谷にぎ

課

わいオフィスなどの外

款

部団体とも連携し、在

項

住外国人への関わりを

目

増やしていく必要があ

担

る。

課題

指標名称（単

当

位）
実績値 目標値

５年

係

度 ６年度 ７年度 ８年度

地

１０年度

活動 刈谷市国

域

際交流協会親善ボラン

支

ティア登録者数（人 2

援

82 241 230 24

係

0 250
指標 ）

指標
　

2

県内のほとんどの自治

1

体が国際交流協会を設

1

置している。法人格を持つ名古屋市などを除



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　姉妹都市との交友

令

親善や国際交流、また

和

多文化共生の推
・法的

８

業務
高い

進を深めるた

年

めに本事業の必要性は

度

高い。
必要性 ・市民ニ

（

ーズ、社会需要
・市民

令

生活上必要である　な

和

ど

　市民ニーズや社会

７

情勢に合わせた事業の

年

見直しや自主財
・コス

度

トの節減、費用対効果

評

普通
源を増加させるた

価

めの運営の検討が必要

）

である。
効率性 ・執行

刈

体制の効率性
・手段の

谷

最適性　など

　地域に

市

寄り添った支援をする

事

ためには、刈谷市国際

務

交流
・市が主体となっ

事

て実施する
普通

協会が

業

主体となって実施して

評

いくことが有効である

価

。
妥当性 　べき事業で

シ

あるか
・総合計画との

ー

整合性　など

　日本語

ト

教室の開催やミササガ

（

市との交流など様々な

様

事業

施策への ・施策へ

式

の貢献度
高い

を実施し

２

ており、多文化共生、

）

国際交流及び都市間交

会

流へ
・目標達成度 の貢

計

献は高い。
貢献度 ・市

名

民サービスへの効果　

担

など

今後の方向性 □拡

当

充　□現状維持　■改

部

善・効率化　□縮小　

市

□終期設定　□休止・

民

廃止

　地域に住む、外

活

国人を含む市民にとっ

動

て、刈谷市国際交流協

部

会が身近な機関となる

一

ような事業を実施する

般

。

会計
国

Ｃ
 
　
Ｈ

際

 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 

交

　
∧
　
評
　
価
　
∨

流振興事業
担当課 市民協働課

款 項 目 担当係 地域支援係

2 1 1



ミュニティによる ・外国人コミュニティによる ・外国人コミュニティによる
　検討会の開催　　　　 9回 　検討会の開催　　　　 8回 　検討会の開催　　　　11回 　検討会の開催　　　　10回

・先進的な取組成果に関する ・先進的な取組成果に関する ・先進的な取組成果に関する
　広報紙の発行　　　　 1回 　広報紙の発行　　　 　1回 　広報紙の発行　　　 　1回
・ワールド・スタディ講座の ・ワールド・スタディ講座の ・ワールド・スタディ講座の
　実施                 1校 　実施                 2校 　実施                 2校

 外国人コミュ二ティは、イベントの開催を通して、それぞれの国の文化を地域住民に紹介したり、それぞれの国籍の人

成果
同士で交流する機会を創出できた。

　小学校及び高校でワールド・スタディ講座を実施することにより、児童・生徒に対して多文化共生の理解を促進するこ

とができた。

　多文化共生のモデル地域で実施したコミュニティガーデンにおける成果や課題を活かし、地域住民に対して活動を広報

し、活動への参加を促進するとともに、市内他地域への展開を図る必要がある。
課題

　外国人コミュニティの活動拡大や市と外国人コミュニティによる連携の強化に向けた検討が必要である。

指標名称（単位）
実績値 目標値

５年度 ６年度 ７年

Ｄ

度 ８年度 １０年度

活動

　

「やさしい日本語」講

　

座の累計受講者数（人

　

） 30 30 63 90 1

Ｏ

50
指標
活動 外国人コ

　

ミュニティ及び共生の

　

地域づくり検討会の 1

∧

06 94 96 100 1
　

10
指標 参加者数（人　 ）

　市民主体のプロジ
実

ェクトチームが事業を　 行う例はあまり見られ

　

ず、本市の事業は先進

施

的な取組である。
他市

　

との
比較検証

　
∨

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 3,183 3,163 3,171 3,211 合計 3,171,454 円
報償費 113,800 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 委託料 3,057,114 円
使用料及び賃借料 540 円

一般財源 3,183 3,163 3,171 3,211

職員人件費　② 9,207 9,556 9,923 10,159

総事業費（①＋②） 12,390 12,719 13,094 13,370

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0

９年度以降の事業費見込 0

令和８

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

年

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

度

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

（

計画
分野 福祉安心

基本

令

施策 共存･協働
施策体

和

系
施策の内容 多文化共

７

生の推進

目
　
　
　
的

　

年

国籍にかかわらず全て

度

の人が尊重され、交

主

評

た
る
内
容

○多文化共生

価

推進委員会の運営
流や

）

協働が広がるまちを実

刈

現するために、行 ○重

谷

点協働プロジェクト等

市

の推進
政、市民、地域

事

団体、ＮＰＯ、企業、

務

大学、 　・市職員及び

事

市民に対して「やさし

業

い日本
国際交流協会等

評

が連携・協働しながら

価

、多文 　　語」の普及

シ

を図る取組
化共生のま

ー

ちづくりを推進する。

ト

　・モデル地域での市

（

民団体の自立に向けた

様

　　取組の支援
　・外

式

国人市民との協働によ

１

る情報発信及び
　　イ

）

ベントの実施
  ・先

会

進的な取組成果の発信

計

　・ワールド・スタデ

名

ィ講座の実施

位
置
づ
け

担

関連計画 刈谷市多文化

当

共生推進計画

根拠法令

部

対象者 対象者を限定せ

市

ず 事業期間 平成２４年

民

度 ～

実施方法 ■直営　

活

■委託　□指定管理　

動

□補助・助成　□その

部

他

一般会計
多文化共

Ｂ
　
事
　
業
　
実

生

　
績

５年度実績 ６年度

推

実績 ７年度実績 ８年度

進

計画

・「やさしい日本

事

語」講座の ・「やさし

業

い日本語」に関す ・「

担

やさしい日本語」講座

当

の ・「やさしい日本語

課

」講座の
　実施　　　

市

　　　　   1回 　

民

る理解促進調査の実施

協

 1回 　実施　　  

働

          

課

 1回 　実施　　  

款

          

項

 1回
・共生の地域づ

目

くりに向けた ・共生の

担

地域づくりに向けた ・

当

共生の地域づくりに向

係

けた ・共生の地域づく

地

りに向けた
　検討会の

域

開催　　　　 9回 　

支

検討会の開催　　　 

援

 11回 　検討会の開

係

催　　　　12回 　検

2

討会の開催　　　　1

1

1回
・外国人コミュニ

1

ティによる ・外国人コ



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　外国人市民の増

令

加により、文化的背景

和

の違いによる地域
・法

８

的業務
高い

での相互理

年

解の必要性が高まって

度

いる。市民相互交流等

（

に
必要性 ・市民ニーズ

令

、社会需要 より、国籍

和

・年齢・性別を問わず

７

一人ひとりが地域づく

年

り
・市民生活上必要で

度

ある　など に参画でき

評

る本事業の必要性は高

価

い。

　住民及びＮＰＯ

）

団体等との協働で事業

刈

を推進することで
・コ

谷

ストの節減、費用対効

市

果
普通

それぞれが担う

事

役割を分担し、効率性

務

やコスト削減に努め
効

事

率性 ・執行体制の効率

業

性 るように働きかけて

評

いる。
・手段の最適性

価

　など

　文化的背景の

シ

違いにより発生する問

ー

題の解決には、相互
・

ト

市が主体となって実施

（

する
高い

理解が不可欠

様

であり、理解を進める

式

機会を創出する上で行

２

妥当性 　べき事業であ

）

るか 政の果たす役割は

会

非常に高い。
・総合計

計

画との整合性　など

　

名

国籍や文化の違いに関

担

わらず外国人と日本人

当

が交流や協

施策への ・

部

施策への貢献度
高い

働

市

しながら豊かに暮らす

民

ための事業として、地

活

域における
・目標達成

動

度 多文化共生の推進に

部

寄与している。
貢献度

一

・市民サービスへの効

般

果　など

今後の方向性

会

■拡充　□現状維持　

計

□改善・効率化　□縮

多

小　□終期設定　□休

文

止・廃止

　地域に住む

化

日本人市民と外国人市

共

民の相互理解を図るた

生

め、市民交流の場や機

推

会を創出していく。

進事業
担

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　

当

Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧

課

　
評
　
価
　
∨

市民協働課

款 項 目 担当係 地域支援係

2 1 1



助金の
・しゃべり場開催　　   1回 　交付　　　　　　　  17件 ・かりや夢ファンド補助金の 　交付　　　　　　　  20件
・まちづくり講座開催 2企画 ・しゃべり場開催　　   1回 　交付　　　　　　 　  9件 ・まちづくり講座開催 1企画
・まつり場開催　　   1企画 ・まちづくり講座開催 1企画 ・しゃべり場開催　　   1回

・まつり場開催　　   1企画 ・まちづくり講座開催 2企画
・まつり場開催　　   1企画

　かりや夢ファンド補助金のうち「まちづくり活動支援事業補助金」について要綱改正を行い、補助率や補助回数等を変

成果
更したことにより、当該補助金の申請件数が増加した。また、まちづくりコーディネーター（まちコ）の派遣について、

他機関等との打合せなどの機会を捉えてまちコ活用の提案をした結果、大学や社会福祉協議会等からの新規依頼につなが

り、派遣回数が増加した。

　かりや夢ファンド補助金申請件数やまちづくりコーディネーターの派遣依頼件数の増加に向け、より一層の周知・広報

に努める必要がある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

５年度 ６年度 ７年度 ８年度 １０年度

活動 まちづくりコーディネーター派遣人数（人） 47 32 40 42 46
指標
成果 かりや夢ファンド補助金申請件数（件） 9 13 12 15 15
指標

　個別に類似の事業を実施している

Ｄ

自治体は県内にいくつ

　

かあるものの、刈谷市

　

のように施策を体系立

　

て、
他市との 相互の連

Ｏ

携を持った取組はほと

　

んど見られない。
比較

　

検証

∧
　
　
実
　
　
施
　

Ｃ
　
事
　
業
　
コ

　

　
ス
　
ト

単位：千円
５

∨
年度 ６年度 ７年度 ８年度 ７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 8,320 7,112 9,169 7,879 合計 9,168,577 円
報酬 469,000 円

財
　
源

特定財源 954 667 588 1,451 報償費 93,000 円
旅費 27,120 円

一般財源 7,366 6,445 8,581 6,428 委託料 7,989,267 円
使用料及び賃借料 2,190 円

職員人件費　② 8,057 11,149 11,577 11,006 負担金、補助及び
交付金 588,000 円

総事業費（①＋②） 16,377 18,261 20,746 18,885

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0 市民活動支援基金繰入金

９年度以降の事業費見込 0

令和８

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 福祉安心

基本施

令

策 共存･協働
施策体系

和

施策の内容 市民活動・

７

地域活動の推進

目
　
　

年

　
的

　共存・協働のま

度

ちづくりを推進するた

評

め、

主
た
る
内
容

○共存

価

・協働のまちづくり推

）

進委員会の運営
共存・

刈

協働のまちづくり推進

谷

委員会の運営及 ○つな

市

ぎの学び舎の開催
び推

事

進に向けた具体的な施

務

策を実施し、市民 ○か

事

りや夢ファンド補助金

業

の交付
同士がつながり

評

あい、主体的に活動す

価

るまち ○わがまちのし

シ

ゃべり場の開催
を目指

ー

す。 ○まちづくり講座

ト

の開催
〇協働のまつり

（

場の開催（隔年）

位
置

様

づ
け

関連計画 刈谷市共

式

存・協働のまちづくり

１

推進基本方針

根拠法令

）

刈谷市共存・協働のま

会

ちづくり推進条例、刈

計

谷市市民活動支援基金

名

条例

対象者 対象者を限

担

定せず 事業期間 平成１

当

９年度 ～

実施方法 ■直

部

営　■委託　□指定管

市

理　■補助・助成　□

民

その他

活動部

一般会計
市

Ｂ
　
事
　
業

民

　
実
　
績

５年度実績 ６

協

年度実績 ７年度実績 ８

働

年度計画

・委員会運営

推

　全体　   3回 ・

進

委員会運営　全体　 

事

  2回 ・委員会運営

業

　全体　   3回 ・

担

委員会運営　全体　 

当

  2回
　　　　　　

課

　部会　   5回 　

市

　　　　　　部会　 

民

  5回 　　　　　　

協

　部会　   5回 　

働

　　　　　　部会　 

課

  5回
・学び舎（基

款

礎編）     7回

項

・学び舎（ステップア

目

ップ） ・学び舎 ・学び

担

舎（ステップアップ）

当

・かりや夢ファンド補

係

助金の 　   　　　

協

　　　　　　6回  （

働

基礎編・ステップアッ

推

プ）　   　　　　

進

　　　　　5回
　交付

係

　　　　　　　　  

2

9件・かりや夢ファン

1

ド補助金の 　   　

1

　　　　　　　　9回 ・かりや夢ファンド補



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　少子高齢化や家族

令

のあり方が変容する中

和

、市民ニーズは
・法的

８

業務
高い

複雑化、多様

年

化している。これに対

度

し、行政による対応だ

（

必要性 ・市民ニーズ、

令

社会需要 けではなく、

和

住民一人ひとりがまち

７

の課題を自分ごととし

年

・市民生活上必要であ

度

る　など て捉え、共存

評

協働の意識に基づく、

価

地域での支えあいの必

）

要性は高まっている。

刈

　本事業はＮＰＯ法人

谷

へ委託することにより

市

、専門知識、
・コスト

事

の節減、費用対効果
普

務

通
育成ノウハウを活用

事

し、事業全体の効果的

業

な実施に努めて
効率性

評

・執行体制の効率性 い

価

る。
・手段の最適性　

シ

など

　刈谷市共存・協

ー

働のまちづくり推進基

ト

本方針の中で示さ
・市

（

が主体となって実施す

様

る
高い

れている「自分

式

ごと」の考え方、共存

２

・協働の意識の啓発
妥

）

当性 　べき事業である

会

か を図るため、市民、

計

各種団体、市の協働に

名

より、実施すべ
・総合

担

計画との整合性　など

当

き事業である。

　まち

部

づくりに関心の高い市

市

民の育成を図るため、

民

市民同

施策への ・施策

活

への貢献度
高い

士が交

動

流を行う場を多く提供

部

し、市民の参加・協働

一

の機会
・目標達成度 創

般

出に寄与している。
貢

会

献度 ・市民サービスへ

計

の効果　など 　

今後の

市

方向性 □拡充　□現状

民

維持　■改善・効率化

協

　□縮小　□終期設定

働

　□休止・廃止

　刈谷

推

市共存・協働のまちづ

進

くり推進基本方針に基

事

づいた事業展開をして

業

いくために、参加状況

担

や満足度などの実績
か

当

ら、随時見直しや新た

課

な手法の導入を検討す

市

る。

民協働

Ｃ
 
　

課

Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ

款

 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

項 目 担当係 協働推進係

2 1 1



進

0人・つむぎ場参加者

係

数　　 93人・つむ

2

ぎ場参加者数　  1

1

00人
・つながるねッ

1

ト ・つながるねット ・つながるねット ・つながるねット
　セッション数   　34,613件　セッション数   　59,616件　セッション数   　64,838件　セッション数  　 65,000件
・保険適用数　　 　　　 5件・保険適用数　　 　　　 4件・保険適用数　　 　　　 3件

　市民ボランティア活動センターのボランティアに関する情報・人・物の交流の場としての機能の充実を図ることができ

成果
た。

　マッチング件数の増加に向け、行政機関・地域団体・市民活動団体・企業・他の市民ボランティア活動支援施設とのさ

らなる連携を図る必要がある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

５年度 ６年度 ７年度 ８年度 １０年度

活動 市民ボランティア活動センター事業数（車座・スキ 10 9 8 12 9
指標 ルアップ講座）（件）
成果 市民ボランティア活動センター登録数（団体） 556 557 558 560 570
指標

つながるねット登録団体数（Ｒ8.4.1現在）　合計：870団体
他市との 刈谷市 558　知立市 139　高浜市 42　東浦町 131
比較検証  

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ７年度

（決算） （決算） （決算） （予

Ｄ

算） 事業費内訳

事業費

　

　① 36,812 39

　

,930 38,952

　

40,873 合計 38

Ｏ

,951,779 円

　

需用費 3,020,9

　

06 円

財
　
源

特定財

∧

源 1,344 1,35

　

6 1,350 1,35

　

6 役務費 563,64

実

0 円
委託料 33,3

　

35,738 円

一般

　

財源 35,468 38

施

,574 37,602

　

39,517 使用料及

　

び賃借料
1,645,

∨

395 円

職員人件費　② 2,686 2,389 2,894 2,540 備品購入費 386,100 円

総事業費（①＋②） 39,498 42,319 41,846 43,413

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0 元気な愛知の市町村づくり補
助金

９年度以降の事業費見込 0 衣浦定住自立圏構成市町負担
金

令和８

Ｐ
　
　
Ｌ

年

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

度

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

（

概
　
要

総合計画
分野 福

令

祉安心

基本施策 共存･

和

協働
施策体系

施策の内

７

容 市民活動・地域活動

年

の推進

目
　
　
　
的

　地

度

域づくりの担い手とし

評

て、市民が主体と

主
た

価

る
内
容

○市民ボランテ

）

ィア活動センターの管

刈

理運営
なった市民ボラ

谷

ンティア活動が発展し

市

ていく ○3市1町によ

事

るボランティア活動情

務

報サイト
環境づくりを

事

目指すとともに、市民

業

ボランテ 　「かりや衣

評

浦つながるねット」を

価

活用した
ィア活動情報

シ

の受発信と活動支援の

ー

場を提供 　各種情報の

ト

提供
することにより、

（

市民ボランティア活動

様

の活 ○市民活動総合補

式

償制度の運用
性化を図

１

る。

位
置
づ
け

関連計画

）

刈谷市共存・協働のま

会

ちづくり推進基本方針

計

根拠法令 刈谷市民ボラ

名

ンティア活動センター

担

条例

対象者 市民 事業期

当

間 平成１５年度 ～

実施

部

方法 ■直営　■委託　

市

■指定管理　□補助・

民

助成　□その他

活動部

一般会計
市

Ｂ

民

　
事
　
業
　
実
　
績

５年

ボ

度実績 ６年度実績 ７年

ラ

度実績 ８年度計画

・相

ン

談件数　　　　　1,

テ

350件・相談件数　

ィ

　　　　1,226件

ア

・相談件数　　　　　

活

1,001件・相談件

動

数　　　　　1,30

支

0件
・マッチング件数

援

　　　 85件・マッ

事

チング件数　　　 8

業

7件・マッチング件数

担

　　　 88件・マッ

当

チング件数　　　 9

課

0件
・団体登録数　　

市

　　556団体・団体

民

登録数　　　　557

協

団体・団体登録数　　

働

　　558団体・団体

課

登録数　　　　560

款

団体
・個人登録数　　

項

　　　153人・個人

目

登録数　　　　　14

担

6人・個人登録数　　

当

　　　141人・個人

係

登録数　　　　　14

協

5人
・つむぎ場参加者

働

数　　 75人・つむ

推

ぎ場参加者数　　 9



係

2 1 1

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　市民

令

ボランティア活動セン

和

ターは、市民活動・地

８

域活動
・法的業務

高い

年

の活性化に伴い、活動

度

の拠点施設として、今

（

後ますます重
必要性 ・

令

市民ニーズ、社会需要

和

要となる。また、定住

７

自立圏域内での活発な

年

情報発信が期
・市民生

度

活上必要である　など

評

待できる。

　費用面で

価

は、昨今の情勢による

）

人件費の増加はあるも

刈

の
・コストの節減、費

谷

用対効果
普通

の、事業

市

の実情に合わせて運営

事

費の見直しを図り、経

務

費の
効率性 ・執行体制

事

の効率性 抑制に努める

業

など、効率性は維持で

評

きている。
・手段の最

価

適性　など

　施設運営

シ

は専門性を持ったＮＰ

ー

Ｏ法人が担うことで、

ト

地
・市が主体となって

（

実施する
高い

域におけ

様

るボランティア活動支

式

援の中核的な施設とし

２

て、
妥当性 　べき事業

）

であるか 行政機関と市

会

民活動団体等とのつな

計

ぎ役を担っている。
・

名

総合計画との整合性　

担

など

　刈谷市共存・協

当

働のまちづくり推進基

部

本方針に基づき、

施策

市

への ・施策への貢献度

民

高い
地域の課題に自発

活

的に取り組む市民の支

動

援の場として大き
・目

部

標達成度 く貢献してい

一

る。
貢献度 ・市民サー

般

ビスへの効果　など

今

会

後の方向性 □拡充　■

計

現状維持　□改善・効

市

率化　□縮小　□終期

民

設定　□休止・廃止

　

ボ

刈谷市共存・協働のま

ラ

ちづくり推進基本方針

ン

に基づき、引き続き市

テ

民活動の場及び情報発

ィ

信の場を提供する。

ア活動支

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　

援

Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧

事

　
評
　
価
　
∨

業
担当課 市民協働課

款 項 目 担当係 協働推進



1

谷の参加者アンケートにおいては高評価が大多数であり、参加者にとって満足度の高い啓発活

成果
動を行うことができた。

　啓発講座及びミライク刈谷の一部の講座で、参加者数が伸び悩んだものについて、より魅力ある内容や周知方法を検討

する必要がある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

５年度 ６年度 ７年度 ８年度 １０年度

成果 啓発講座参加者数（人） 49 71 59 80 100
指標
成果 ミライク刈谷参加者数（人） 1,341 1,355 1,256 1,100 1,100
指標

近隣市の啓発講座・イベント開催状況
他市との 碧南市（年2回）、安城市（年4回）、知立市（年2回）、高浜市（年2回）
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 411 2,555 4,244 1,609 合計 4,243,922 円
報酬 40,200 円

財
　
源

特定財源 91 0 0 0 報償費 260,700 円
旅費 10,020 円

一般財源 320 2,555 4,244 1,609 需用費 210,372 円
役務費 750,000 円

職員人件費　② 4,987 13,140 12,403 12,276 委託料 2,647,150 円

Ｄ

使用料及び賃借料 32

　

5,480 円

総事業

　

費（①＋②） 5,39

　

8 15,695 16,

Ｏ

647 13,885

建

　

設
事
業

全体事業費（単

　

位：千円） 0 ７年度特

∧

定財源名称

７年度まで

　

の累積事業費 0

９年度

　

以降の事業費見込 0

実
　
　
施
　
　
∨

令和８

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

年

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

度

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

（

合計画
分野 福祉安心

基

令

本施策 共存･協働
施策

和

体系
施策の内容 男女共

７

同参画の推進

目
　
　
　

年

的

　男女共同参画社会

度

を実現するため、「男

評

女

主
た
る
内
容

○ＨＰ等

価

による啓発の実施
共同

）

参画の意識づくり」を

刈

基本目標とし、講 ○市

谷

民を対象とした各種講

市

座の開催
座等による啓

事

発及び男女共同参画イ

務

ベントを ○男女共同参

事

画イベント「ミライク

業

刈谷」の
実施すること

評

により、市民の男女共

価

同参画意 　開催
識の向

シ

上を図る。

位
置
づ
け

関

ー

連計画 刈谷市男女共同

ト

参画プラン

根拠法令 男

（

女共同参画社会基本法

様

、女性の職業生活にお

式

ける活躍の推進に関す

１

る法律

対象者 市民 事業

）

期間 平成１５年度 ～

実

会

施方法 ■直営　□委託

計

　□指定管理　□補助

名

・助成　□その他

担当部 市民活動部

一

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

５

般

年度実績 ６年度実績 ７

会

年度実績 ８年度計画

・

計

広報紙等による啓発 ・

男

広報紙等による啓発 ・

女

広報紙等による啓発 ・

共

ＨＰ等による啓発
・啓

同

発講座の開催　4講座

参

13回・啓発講座の開

画

催 3講座11回 ・啓

推

発講座の開催 3講座

進

11回 ・啓発講座の開

事

催 3講座11回
　　

業

参加者数　   　　

担

　49人　　参加者数

当

　　 　　 71人 　

課

　参加者数　　 　 

市

  59人 ・ミライク

民

刈谷2026の開催
・

協

ミライク刈谷2023

働

はミライ ・ミライク

課

刈谷2024の開催 ・

款

ミライク刈谷2025

項

の開催
　ク推進事業で

目

実施 　　トークショー

担

　   332人 　　

当

トークショー　   

係

206人
　　映画祭　

協

　　　   837人

働

　　映画祭　　　　 

推

  933人
　　各講

進

座　　　　   18

係

6人 　　各講座　　　

2

　   117人

　啓

1

発講座及びミライク刈



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　男女共同参画

令

社会基本法に掲げる市

和

町村計画として、ま
・

８

法的業務
高い

た女性活

年

躍推進法に掲げる市町

度

村推進計画としても位

（

置づ
必要性 ・市民ニー

令

ズ、社会需要 け、更な

和

る男女共同参画社会の

７

推進が求められている

年

。
・市民生活上必要で

度

ある　など

　団体との

評

協働により講座を実施

価

するなど、事業の効率

）

的
・コストの節減、費

刈

用対効果
普通

な運用を

谷

図っているが、イベン

市

トの実施内容により参

事

加者
効率性 ・執行体制

務

の効率性 数が大きく増

事

減する面もある。より

業

魅力的で効率的なイベ

評

・手段の最適性　など

価

ントを検討する必要が

シ

ある。

　男女共同参画

ー

社会の形成は、行政・

ト

企業・市民それぞれ
・

（

市が主体となって実施

様

する
高い

に取り組む必

式

要がある。中でも行政

２

の率先垂範が求められ

）

妥当性 　べき事業であ

会

るか ており、積極的に

計

推進していく必要があ

名

る。
・総合計画との整

担

合性　など

　男女がと

当

もに家事・子育て・介

部

護などの家庭生活と仕

市

事

施策への ・施策への

民

貢献度
高い

を両立でき

活

る社会の実現を目指す

動

ため、本事業の推進に

部

よ
・目標達成度 り男女

一

共同参画の推進に資す

般

るものである。
貢献度

会

・市民サービスへの効

計

果　など

今後の方向性

男

□拡充　■現状維持　

女

□改善・効率化　□縮

共

小　□終期設定　□休

同

止・廃止

・イベント等

参

への参加人数を確保し

画

、参加者が男女共同参

推

画の分野で気づきを得

進

られるような魅力のあ

事

るコンテンツ
の企画、

業

実施に努める。
・事業

担

実施にあたっては、講

当

座やイベントへの参加

課

に留まらず、その後の

市

自主的な活動につなげ

民

、活動の輪を広げて
い

協

くことも重要だと考え

働

ている。

課

款 項

Ｃ

目

 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 

担

　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　

当

∨

係 協働推進係

2 1 1



1

務の効率化を図った自

6

治会に対して、補助

成果
金交付による支援を行うことで、自治会役員の負担軽減につなげることができた。

　既存事業の拡充（自治会加入の促進活動）又は新規事業（住民同士の交流が図れるもの）を実施した自治会に対し、補

助金交付による支援を行うことで、市民活動の活性化や地域の顔の見える関係づくりにつなげることができた。

　自治会活動支援事業も含め、補助制度に対して自治会から様々な意見が出ており、申請にかかる負担を軽減する等、自

治会にとって使いやすい制度となるよう検討が必要である。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

５年度 ６年度 ７年度 ８年度 １０年度

活動 自治会業務効率化支援事業補助金交付団体数（団体 ― 9 10 23 23
指標 )
活動 笑顔あふれる地域づくり補助金交付団体数（団体） ― 15 23 23 23
指標

　他市で同様の事業はない。
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 4,267 13,441 10,350 合計 13,441,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 1,889 10,689 3,450 交付金 13,441,000 円

一般財源 0

Ｄ

2,378 2,752

　

6,900

職員人件費

　

　② 0 5,176 4,

　

961 4,656

総事

Ｏ

業費（①＋②） 0 9,

　

443 18,402 1

　

5,006

建
設
事
業

全

∧

体事業費（単位：千円

　

） 0 ７年度特定財源名

　

称

７年度までの累積事

実

業費 0 市民活動支援基

　

金繰入金

９年度以降の

　

事業費見込 0

施
　
　
∨

令和８

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

年

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

度

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

（

総合計画
分野 福祉安心

令

基本施策 共存･協働
施

和

策体系
施策の内容 市民

７

活動・地域活動の推進

年

目
　
　
　
的

　業務効率

度

化やデジタル化を行う

評

自治会を支

主
た
る
内
容

価

〇自治会業務効率化支

）

援事業補助金
援するこ

刈

とで、自治会の運営に

谷

係る負担軽減 　・対象

市

経費 委託料、備品購

事

入費等
を図る。また、

務

活力ある地域づくりに

事

取り組 　・補助率  

業

 10分の10（上限

評

30万円）
む自治会等

価

を支援することで、市

シ

民活動の活 〇笑顔あふ

ー

れる地域づくり補助金

ト

性化を図る。 　・対象

（

経費 消耗品費、委託

様

料等
　・補助率　 2

式

分の1（上限15万円

１

）

位
置
づ
け

関連計画

根

）

拠法令 自治会業務効率

会

化支援事業補助金交付

計

要綱、笑顔あふれる地

名

域づくり補助金交付要

担

綱

対象者 自治会等 事業

当

期間 令和６年度 ～ 令和

部

８年度

実施方法 □直営

市

　□委託　□指定管理

民

　■補助・助成　□そ

活

の他

動部

一般会計
市民

Ｂ
　
事
　
業
　

活

実
　
績

５年度実績 ６年

動

度実績 ７年度実績 ８年

活

度計画

　 ・自治会業務

性

効率化支援事業 ・自治

化

会業務効率化支援事業

支

・自治会業務効率化支

援

援事業
　 　補助金 　補

事

助金 　補助金
　 　交付

業

団体数　9団体（11

担

件）　交付団体数　1

当

0団体(12件) 　交

課

付団体数　23団体
　

市

・笑顔あふれる地域づ

民

くり補 ・笑顔あふれる

協

地域づくり補 ・笑顔あ

働

ふれる地域づくり補
　

課

　　――――――― 　

款

助金 　助金 　助金
　交

項

付団体数 15団体（

目

16件）　交付団体数

担

　23団体(32件)

当

　交付団体数　23団

係

体
　Ｒ7のみ周年事業

地

として補助
　率10分

域

の10（上限50万円

支

）
　に拡充

　ＬＩＮＥ

援

公式アカウント作成・

係

運用、事務員雇用、会

2

計事務委託等により事



6

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　自治会役員

令

の負担感の増大、地域

和

活動の衰退等課題が多

８

・法的業務
高い

岐に渡

年

る中、自治会業務負担

度

の軽減や地域の活性化

（

を図る
必要性 ・市民ニ

令

ーズ、社会需要 上で効

和

果的な施策と考える。

７

・市民生活上必要であ

年

る　など

　申請は書面

度

のみで審査会や会議等

評

は不要であり、自治会

価

､
・コストの節減、費

）

用対効果
高い

刈谷市双

刈

方に負担がかからない

谷

ものとなっているため

市

、効
効率性 ・執行体制

事

の効率性 率的な仕組み

務

であると言える。
・手

事

段の最適性　など

　地

業

域の活動は、その地域

評

に住む住民で構成され

価

る自治会
・市が主体と

シ

なって実施する
高い

が

ー

行うものではあるが、

ト

自治会加入者は年々減

（

少傾向にあ
妥当性 　べ

様

き事業であるか り自治

式

会側の負担は増える一

２

方であるので、市によ

）

る支援
・総合計画との

会

整合性　など は必要不

計

可欠であると言える。

名

　自治会へ業務負担軽

担

減及び活動への補助金

当

を交付するこ

施策への

部

・施策への貢献度
高い

市

とで、担い手不足の解

民

消、自治会活動活性化

活

が図られ、自
・目標達

動

成度 治会加入率の低下

部

に歯止めがかかり、ひ

一

いては市民サービ
貢献

般

度 ・市民サービスへの

会

効果　など スの向上へ

計

寄与するものと考える

市

。

今後の方向性 □拡充

民

　□現状維持　■改善

活

・効率化　□縮小　□

動

終期設定　□休止・廃

活

止

　市民協働課におけ

性

る補助制度が3種類あ

化

り、それぞれの書類作

支

成、申請等が市及び自

援

治会の負担になってい

事

る。自治
会側からも制

業

度に対し様々な意見が

担

出ているということも

当

あり、制度設計の検討

課

が必要である。

市民協働

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 

課

　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評

款

　
価
　
∨

項 目 担当係 地域支援係

2 1



71,306 円
需用費 2,620,041 円

財
　
源

特定財源 399 366 373 416 役務費 228,719 円
委託料 5,401,646 円

一般財源 7,876 8,521 8,098 9,377 使用料及び賃借料 220,900 円

職員人件費　② 1,151 1,195 1,240 1,270

総事業費（①＋②） 9,426 10,082 9,711 11,063

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0 国際プラザ使用料

９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和８

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

年

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

度

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

（

計画
分野 福祉安心

基本

令

施策 共存･協働
施策体

和

系
施策の内容 多文化共

７

生の推進

目
　
　
　
的

　

年

国際プラザの良好な施

度

設維持管理に努め、

主

評

た
る
内
容

　施設の適正

価

な維持や保守管理を行

）

う。
本市の国際化・多

刈

文化共生社会実現を担

谷

う拠
点施設として、利

市

用者の利便性を図る。

事

位
置
づ
け

関連計画 刈谷

務

市多文化共生推進計画

事

根拠法令 刈谷市国際プ

業

ラザ条例

対象者 対象者

評

を限定せず 事業期間 平

価

成２４年度 ～

実施方法

シ

■直営　■委託　□指

ー

定管理　□補助・助成

ト

　□その他

（様式１）

会計名

Ｂ
　
事

担

　
業
　
実
　
績

５年度実

当

績 ６年度実績 ７年度実

部

績 ８年度計画

・適切な

市

利用環境の提供 ・適切

民

な利用環境の提供 ・適

活

切な利用環境の提供 ・

動

適切な利用環境の提供

部

　国際プラザの利用者

一

に適切な利用環境を提

般

供できた。

成果

　施設

会

利用者のニーズに合わ

計

せて快適に利用ができ

国

るよう検討・対応して

際

いく必要がある。

課題

プ

指標名称（単位）
実績

ラ

値 目標値

５年度 ６年度

ザ

７年度 ８年度 １０年度

管

成果 国際プラザの利用

理

者数（人） 8,918

事

9,101 9,858

業

10,000 12,0

担

00
指標

指標
　県内の

当

市町村の持つ類似施設

課

としては、名古屋市、

市

豊橋市、豊田市、みよ

民

し市、知立市のみ。
他

協

市との
比較検証

働課

款 項 目 担当係

Ｃ
　

地

事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単

域

位：千円
５年度 ６年度

支

７年度 ８年度 ７年度

（

援

決算） （決算） （決算

係

） （予算） 事業費内訳

2

事業費　① 8,275

1

8,887 8,471

1

9,793 合計 8,4



2

らの寄附を目指し、広

1

報について、チラシ、

1

市民だより、ホームページ以外の方法を検討する必要が

ある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

５年度 ６年度 ７年度 ８年度 １０年度

活動 市民活動支援基金寄附件数（件） 64 57 36 40 50
指標
活動
指標

　市民活動を支援するための基金は県内では豊橋市、一宮市、安城市、蒲郡市、犬山市、新城市、大府市、
他市との 高浜市、田原市、大口町が運用している。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 5,770 4,095 1,629 164 合計 1,629,002 円
積立金 1,629,002 円

財
　
源

特定財源 1,827 281 452 164

一般財源 3,943 3,814 1,177 0

職員人件費　② 384 557 579 423

総事業費（①＋②） 6,154 4,652 2,208 587

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0 市民活動支援基金積立金利子
総務管理事業費寄附金

９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和８

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

年

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

度

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

（

要

総合計画
分野 福祉安

令

心

基本施策 共存･協働

和

施策体系
施策の内容 市

７

民活動・地域活動の推

年

進

目
　
　
　
的

　市民活

度

動の財政的な支援を図

評

るため創設し

主
た
る
内

価

容

　市民活動支援基金

）

に対する市民等からの

刈

寄
た市民活動支援基金

谷

を運用し、共存・協働

市

の 附金を積み立てる際

事

に、マッチングギフト

務

と
まちづくりの推進を

事

図る。 して市から寄附

業

金と同額を積み立てる

評

。

位
置
づ
け

関連計画 刈

価

谷市共存・協働のまち

シ

づくり推進基本方針

根

ー

拠法令 刈谷市市民活動

ト

支援基金条例

対象者 対

（

象者を限定せず 事業期

様

間 平成２１年度 ～

実施

式

方法 ■直営　□委託　

１

□指定管理　□補助・

）

助成　□その他

会計名 担当部 市民

Ｂ

活

　
事
　
業
　
実
　
績

５年

動

度実績 ６年度実績 ７年

部

度実績 ８年度計画

・市

一

民活動支援基金への寄

般

附 ・市民活動支援基金

会

への寄附 ・市民活動支

計

援基金への寄附 ・市民

市

活動支援基金への寄附

民

　金及び基金利子の積

活

立 　金及び基金利子の

動

積立 　金及び基金利子

支

の積立 　金及び基金利

援

子の積立
・寄附金額2

基

,872,715円 ・

金

寄附金額1,994,

積

487円 ・寄附金額6

立

66,029円 ・寄附

事

金額680,000円

業

（令和4年12月23

担

日 （令和5年12月1

当

日 （令和6年12月6

課

日
　～令和5年11月

市

30日受理分）　～令

民

和6年12月5日受理

協

分） 　～令和7年12

働

月2日受理分）

　市民

課

や企業等へ啓発を行い

款

、市民活動支援基金へ

項

の寄附に対する理解と

目

協力を得られ、多額の

担

寄附を受けることがで

当

き

成果
た。特にふるさ

係

と納税について、返礼

協

品の種類の増加や、サ

働

イトから寄附ができる

推

こともあり、市外から

進

の寄附が多く得

られた

係

。

　より多くの市民か



る。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

５年度 ６年度 ７年度 ８年度 １０年度

活動 広報板への掲示依頼数 29 24 25 21 21
指標
活動 各種委員等の推薦依頼数 5 5 6 5 5
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 192,599 194,898 53,834 55,854 合計 53,834,079 円
報償費 53,205,329 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 旅費 28,000 円
役務費 212,550 円

一般財源 192,599 194,898 53,834 55,854 委託料 388,200 円

職員人件費　② 5,755 4,778 3,308 3,386

総事業費（①＋②） 198,354 199,676 57,142 59,240

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0

９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和８

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 福祉安心

基本施

令

策 共存･協働
施策体系

和

施策の内容 市民活動・

７

地域活動の推進

目
　
　

年

　
的

　市政の円滑な運

度

営を期するため、市の

評

地域

主
た
る
内
容

　令和

価

7年国勢調査世帯数を

）

基準に、地区長・
行政

刈

事務を促進し、市民生

谷

活の利便を図る。 地区

市

委員へ報償金を支払う

事

。
○地区長・地区委員

務

業務の概要
・広報板、

事

ごみステーションの管

業

理
・防犯灯の設置等各

評

種要望
・各種委員等の

価

推薦
・その他地域行政

シ

の円滑な運営

位
置
づ
け

ー

関連計画  

根拠法令 刈

ト

谷市地区委員設置に関

（

する規則

対象者 市民 事

様

業期間 ～

実施方法 □直

式

営　□委託　□指定管

１

理　□補助・助成　■

）

その他

会計名 担当部 市民

Ｂ
　
事
　
業

活

　
実
　
績

５年度実績 ６

動

年度実績 ７年度実績 ８

部

年度計画

・地区長会議

一

の運営 ・地区長会議の

般

運営 ・地区長会議の運

会

営 ・地区長会議の運営

計

・地区長、地区委員報

地

償金の ・地区長、地区

域

委員報償金の ・地区長

行

、地区委員報償金の ・

政

地区長、地区委員報償

事

金の
　支払 　支払 　支

務

払 　支払
※世帯数62

事

,071世帯（市民だ

業

※世帯数62,777

担

世帯（市民だ ※世帯数

当

68,906世帯（Ｒ

課

7国勢※世帯数68,

市

906世帯（Ｒ7国勢

民

より配付世帯数による

協

） より配付世帯数によ

働

る） 調査による） 調査

課

による）

　地区長、地

款

区委員がごみステーシ

項

ョン及び広報板の管理

目

、防犯灯等の設置要望

担

、各種委員の推薦等の

当

業務を行うことで

成果

係

市制の円滑な運営及び

地

市民生活の利便性の向

域

上を図ることができた

支

。

　地区委員の担い手

援

不足が各地区課題とな

係

っており、地域行政事

2

務への影響が懸念され

1

るため、地区長・地区

6

委員制度の

在り方について検討する必要があ



6

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 542 264 562 438 合計 562,336 円
需用費 298,376 円

財
　
源

特定財源 0 44 0 40 役務費 237,560 円
公課費 26,400 円

一般財源 542 220 562 398

職員人件費　② 3,069 2,787 1,654 1,693

総事業費（①＋②） 3,611 3,051 2,216 2,131

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0

９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和８

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

年

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

度

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

（

合計画
分野 福祉安心

基

令

本施策 共存･協働
施策

和

体系
施策の内容 市民活

７

動・地域活動の推進

目

年

　
　
　
的

　地域活動に

度

必要な物品等の運搬用

評

として車

主
た
る
内
容

○

価

車両貸出
両（軽トラッ

）

ク）を貸し出し、利便

刈

性を高め ○車両配備
る

谷

ことで地域活動の活性

市

化を図る。 　・北部
　

事

　富士松支所　　　　

務

　1台
  ・中部
　　

事

刈谷市役所　　　　　

業

2台
　・南部
　　東刈

評

谷市民センター　1台

価

位
置
づ
け

関連計画

根拠

シ

法令 刈谷市地域活動車

ー

両貸出事業実施要綱

対

ト

象者 自治会 事業期間 平

（

成２９年度 ～

実施方法

様

□直営　□委託　□指

式

定管理　■補助・助成

１

　□その他

）

会計名 担当部 市

Ｂ
　
事

民

　
業
　
実
　
績

５年度実

活

績 ６年度実績 ７年度実

動

績 ８年度計画

・申請が

部

あった自治会に対し ・

一

申請があった自治会に

般

対し ・申請があった自

会

治会に対し ・申請があ

計

った自治会に対し
　て

地

、地域活動車両の貸出

域

を 　て、地域活動車両

活

の貸出を 　て、地域活

動

動車両の貸出を 　て、

車

地域活動車両の貸出を

両

　行った。 　行う。 　

貸

行う。 　行う。
　　貸

出

出件数　130件   

事

  貸出件数　118

業

件     貸出件数　

担

129件     貸出

当

件数　130件

　地域

課

活動車両を必要とする

市

自治会に貸出すること

民

で、地域活動の活性化

協

を図ることができた。

働

成果

　利用が多い地区

課

と少ない地区が二極化

款

しているため、申請手

項

続きの利便性の向上を

目

図る必要がある。

課題

担

指標名称（単位）
実績

当

値 目標値

５年度 ６年度

係

７年度 ８年度 １０年度

地

活動 地域活動車両の貸

域

出件数（件） 130 1

支

18 129 130 17

援

0
指標
活動
指標

他市と

係

の
比較検証

2 1



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 76,810 77,623 合計 76,810,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 76,810,000 円

一般財源 0 0 76,810 77,623

職員人件費　② 0 0 4,134 4,233

総事業費（①＋②） 0 0 80,944 81,856

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0

９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和８

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

年

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

度

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

（

計画
分野 福祉安心

基本

令

施策 共存･協働
施策体

和

系
施策の内容 市民活動

７

・地域活動の推進

目
　

年

　
　
的

　地域団体であ

度

る自治会と市との連携

評

及び融

主
た
る
内
容

　市

価

内23自治会に対し、

）

自治会運営費補助金
和

刈

を図り、住みよい豊か

谷

な地域づくりを実現 を

市

交付する。
するため包

事

括的に支援する。 　・

務

対象経費:報償費、使

事

用料等
　・補助率　:

業

10分の10（上限 

評

刈谷市自治会
運営費補

価

助金交付要綱別表第2

シ

に定める額）

位
置
づ
け

ー

関連計画

根拠法令 刈谷

ト

市自治会運営費補助金

（

交付要綱

対象者 自治会

様

事業期間 令和７年度 ～

式

令和９年度

実施方法 □

１

直営　□委託　□指定

）

管理　■補助・助成　

会

□その他

計名 担当部 市民活

Ｂ
　
事
　

動

業
　
実
　
績

５年度実績

部

６年度実績 ７年度実績

一

８年度計画

― ― 補助金

般

交付団体数　23団体

会

補助金交付団体数　2

計

3団体

　自治会に対し

自

補助金を交付すること

治

で、自治会の継続的な

会

安定運営を図り、住み

活

よい豊かな地域づくり

動

の実現に寄与す

成果
る

支

ことができた。

　市民

援

活動活性化支援事業を

事

含め自治会側から補助

業

制度に対して様々な意

担

見が出ており、申請に

当

係る負担を軽減する等

課

自

治会にとって使いや

市

すい制度となるよう検

民

討が必要である。
課題

協

指標名称（単位）
実績

働

値 目標値

５年度 ６年度

課

７年度 ８年度 １０年度

款

活動 自治会加入率（％

項

） 62.1 61.2 6

目

1.0 61.0 61.

担

0
指標
活動
指標

　自治

当

会、町内会の運営等に

係

係る補助について、近

地

隣自治体も制度として

域

はあるが、算定方法が

支

それぞれ複
他市との 雑

援

かつ異なるため、比較

係

が困難である。
比較検

2

証
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